
十和田市マイクロバスの貸出しに関する要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、市内の小学校又は中学校に在籍する児童生徒（以下「子ど

も」という。）のスポーツ活動及び文化活動を支援するため、市が所有するマ

イクロバスの貸出しに関し必要な事項を定めるものとする。

（対象団体）

第２条 マイクロバスは、子どもが所属する次に掲げる団体に貸し出すものとす

る。

⑴ 市内の小学校又は中学校の運動部又は文化部

⑵ 市内のスポーツ少年団又はスポーツクラブ

（使用の用途）

第３条 マイクロバスは、大会、練習試合、コンクール、発表会等に参加するた

めに、運転手を含む10人以上が乗車し、かつ、総乗車人員の３割以上が子ど

もである場合に使用することができる。ただし、中学校体育連盟又は中学校文

化連盟が主催する大会等、市又は他の団体から交通費に充てることを目的とし

た補助金が交付される場合を除く。

（使用の区域）

第４条 マイクロバスを使用することができる区域は、青森県、岩手県、宮城県、

秋田県、山形県及び福島県の区域とする。

（貸出日）

第５条 マイクロバスは、次に掲げる日を除く日に貸し出すものとする。

⑴ 12月29日から翌年の１月３日までの日

⑵ 市が公用で使用する日

⑶ マイクロバスの維持管理上必要な車検、点検整備等を実施する日

（使用申請）

第６条 マイクロバスを使用しようとする団体は、マイクロバスを使用する日（

以下「使用日」という。）の３か月前の日が属する月の初日から使用日の７日



前の日までの期間に、十和田市マイクロバス使用許可申請書兼誓約書（様式第

１号。以下「申請書」という。）に、マイクロバスを運転する者（運転する可

能性のある者を含む。以下「運転者」という。）の運転免許証の両面の写し並

びに大会等の概要及び日程表を添えて教育長に提出しなければならない。ただ

し、使用日の３か月前の日が属する月の初日又は使用日の７日前の日が十和田

市の休日に関する条例（平成17年十和田市条例第２号）第１条第１項に規定

する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、休日の翌日以後最も近い

休日以外の日とする。

２ 申請書の受付時間は、休日を除く日の午前８時30分から午後５時15分まで

とする。

３ 申請書の受付は、先着順とする。ただし、使用日の申請書の受付開始日の午

前９時までに複数の申請があったときは、抽選とする。

４ 申請書の受付は、団体毎に、使用日前において１件までとする。ただし、貸

出を受けようとする日の20日前の日以後において他に使用団体がない場合は、

この限りでない。

（使用の許可）

第７条 教育長は、申請書が提出されたときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは、十和田市マイクロバス使用許可書（様式第２号）を申請団体に交付

するものとする。この場合において、教育長は必要があると認めるときは、条

件を付することができる。

２ 教育長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、申請書を受理し

ないものとする。

⑴ 運転者が中型自動車免許又は大型自動車免許の取得後１年以上経過してい

ない者であるとき。

⑵ 運転者が交通事故を起こし、又は交通法規に違反し、処罰させられてから

１年を経過していないとき。

⑶ 運転者が運転免許の効力の停止期間を終えてから１年を経過していないと



き。

⑷ 運転者が病気、けが等により正常な運転ができないおそれがあるとき。

⑸ 前各号に掲げるもののほか、使用が適当でないと認められる事由があると

き。

（貸出料等）

第８条 マイクロバスの貸出料は、無料とする。ただし、マイクロバスの使用に

伴う燃料費、有料道路料金その他の費用については、マイクロバスを使用する

団体（以下「使用団体」という。）が負担するものとする。

（使用の許可の取消し等）

第９条 教育長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、マイクロバ

スの使用の許可を取り消し、マイクロバスの返還を命じることができる。

⑴ 災害等のやむを得ない事由により、マイクロバスを公用で使用する必要が

あるとき。

⑵ 故障等によりマイクロバスの運行に支障があると認められるとき。

⑶ 申請書に虚偽の記載があったとき。

⑷ 偽りその他不正な行為により、使用の許可を受けたとき。

⑸ この要綱又は使用の許可の際に付した条件に違反したとき。

⑹ 前各号に掲げるもののほか、使用団体がマイクロバスを使用することが適

当でないと認められる行為があったとき。

２ 教育長は、前項の規定によるマイクロバスの使用の許可の取消しによって使

用団体に生じた損害に対しては、賠償の責めを負わないものとする。

３ 使用団体は、第１項第３号から第６号までの規定によりマイクロバスの使用

の許可を取り消されたときは、当該年度に再度マイクロバスの使用の申請をす

ることができない。

（権利譲渡等の禁止）

第10条 使用団体は、マイクロバスの使用の権利を他に譲渡し、若しくは転貸

し、又は使用の許可を受けた目的以外に使用してはならない。



（遵守事項）

第11条 使用団体は、マイクロバスの使用に当たっては、次に掲げる事項を遵

守しなければならない。

⑴ 車内の清潔の保持に努めること。

⑵ マイクロバスの運行前後にマイクロバスの異常の有無について点検を実施

するとともに、返還時に車内及び車外の清掃を行うこと。

⑶ 運転者は、道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）を

遵守し、安全運転に努めること。

⑷ １日当たりの運行時間が８時間を超える場合は、交替の運転者を１名以上

同乗させ、交代でマイクロバスを運行すること。

⑸ 運転者は、貸与されたアルコールチェッカーで数値を確認し、車両運転日

報（様式第３号）に記入すること。

⑹ 運転者は、飲酒後10時間以上空けてから運転すること。

⑺ 運転者は、運転中に心体に異常を感じたときは、直ちにマイクロバスを安

全な場所に停車させた上で、必要な措置を講じること。

⑻ 車内では、飲酒、喫煙及び火気を使用しないこと又はさせないこと。

⑼ 運転者は、マイクロバスの使用中に法の規定違反を起こしたときは、速や

かに教育長へ報告すること。

（貸出し及び返還）

第12条 使用団体は、マイクロバスを午後８時までに返還しなければならない。

２ マイクロバスの１回当たりの使用は連続する２日間までとし、マイクロバス

の使用中は使用団体の責任において適切に管理を行わなければならない。

３ マイクロバスの鍵の引渡しは、運転者に対し、マイクロバスの使用の直前に

行うものとする。ただし、教育長が必要と認めたときは、使用日前の最も近い

休日以外の日の午後５時15分までに行うことができる。

４ 他の使用団体による使用又は公用での使用に支障がないと教育長が認める場

合は、前３項の規定によらないことができる。



５ 使用団体は、マイクロバスを返還するときは、使用した燃料を補給し、燃補

給に係る領収書の写しを添付した車両運転日報（様式第３号）を使用日毎に作

成してこれを教育長に提出し、検査を受けなければならない。

６ 教育長は、前項の検査により使用した燃料が補給されていないときは、使用

団体に燃料費相当額を請求するものとする。この場合において、使用団体は、

教育長が指定する方法により速やかに燃料費相当額を納付しなければならない。

７ 使用団体は、大会等の延期若しくは中止、使用団体の大会等の成績若しくは

組合せ、運転手の欠員等により許可を受けた使用日時にマイクロバスを使用し

なくなったときは、速やかに教育長に報告しなければならない。

（交通事故発生時の処理）

第13条 使用団体及び運転者（以下「使用団体等」という。）は、マイクロバ

スの使用中に交通事故が発生したときは、法令上の処置を取るとともに、直ち

に次に定める順位により処理を行うものとする。

⑴ 第１順位 負傷者の救助処置及び救急車の要請

⑵ 第２順位 道路上の障害物の除去及び二次的事故の防止措置

⑶ 第３順位 所管の警察署への通報

⑷ 第４順位 目撃者の確保及び現場状況の記録

⑸ 第５順位 事故相手方の連絡先等の確認

⑹ 第６順位 市への事故の発生及び状況の電話連絡

（交通事故等の報告）

第14条 使用団体等は、前条の規定による交通事故の処理の後速やかに、十和

田市マイクロバス事故報告書（様式第４号）に事故の内容が分かる書類、写真

等を添付して教育長に提出しなければならない。

２ 使用団体等は、当該事故に関し、市が契約している保険加入先が必要とする

書類等を速やかに教育長に提出しなければならない。

３ 使用団体等は、マイクロバスを損傷し、又は滅失したときは、速やかに、十

和田市マイクロバスき損等報告書（様式第５号）を教育長に提出しなければな



らない。

（損害賠償等）

第15条 使用団体等は、交通事故により第三者に損害を与えたときは、被害者

に対する道義的責任を果たすとともに、市が加入している自動車損害賠償責任

保険及び任意保険の約款等に基づき、市及び保険加入先と協議を行い、早期か

つ円滑に解決するよう努めなければならない。

２ 使用団体等は、交通事故を起こした場合において、市が加入している自動車

保険で補填されない部分については、使用団体等の責任において、被害者に対

する損害を賠償しなければならない。

３ 使用団体等は、交通事故以外でマイクロバスを損傷し、又は滅失したときは、

使用団体の責任において原状に回復し、又は市に対し損害を賠償しなければな

らない。

（その他）

第16条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、教育長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和元年７月３日から施行する。


